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日本共産党の見解を紹介します。ご意見、ご感想をお寄せ下さい。

ツイッター上で、原発ゼロの立場で報道する「しんぶん赤旗」への共感の声が飛び交っ

ています。「赤旗を読みたい」と申し込みが広がっています。

● 毎日の様に、しんぶん赤旗に反原発の

市民デモの記事や写真がすごい。１面か

らデモの写真。それも直接共産党に関係

ないものが出ている。

● 原発再稼働反対のデモを写真付きでマ

メに報道するだけでも、赤旗を読む価値

はある。共産党支持者でなくても。だっ

て他紙は報道しないんでしょ？

● 凄い数ですね、反原発行動、これを完全

に無視するマスコミ、明日の朝は赤旗を

買わないと報道に触れられないかも？

● 大手メディアが沈黙、赤旗が真実報道。

これは今回の原発再稼働反対行動に限っ

たことではないと思います。



民主、自民、公明の談合で消費税増税と

ともに衆議院で強行した「社会保障制度

改革推進法案」―しんぶん赤旗は、その

法案の本質をズバリあばきました。

「法案」は、社会保障を増進させる国の責任を全面的に放棄

して、「自助」「自立」と助け合いの名で国民に責任を押し

つける、徹底した「自己責任」論です。

社会保障にかかる公費についても大企業が１円も負担しな

い消費税を財源にすえることで、負担はすべて国民に押しつ

け、際限のない消費税増税か社会保障削減かを迫るものです。

「法案」は、社会保障の各制度について、保険のきかない医療・

介護の拡大などを盛り込みました。医療・介護サービスのうち、風

邪薬や軽度者向けサービスなどを保険給付の対象外にするなど、自

公政権が進めた社会保障の「構造改革」路線を法律にして、社会保

障の解体にレールを敷くものです。最低保障年金制度、後期高齢者

医療制度も投げ捨て、まさに民主党の公約の全面撤回です。

「社会保障の財源を消費税増税で」と政府に迫ってきたのは財界です。また、国民の

税金が米軍関連予算へ年間７０００億円も使われています。財界中心・アメリカいいな

り政治を変えてこそ、消費税に頼らずに、社会保障充実・財政再建への道が開けます。


